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政府関係機関の地方移転推進に向けた環境整備等についての提言


総人口が減少する中、東京圏への転入超過は２２年連続で続いており、「東京一極集中の是正」は待ったなしの状況である。
このため、国は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成26年12月27日閣議決定）」を策定し、企業の本社機能や政府関係機関の地方移転をはじめとする、地方における「人」や「企業」の新たな流れの創出に取り組んでいる。
「政府関係機関の地方移転」は、企業の本社機能の地方移転を促す起爆剤であるとともに、国・地方双方の研究力の強化や研究機関の集積による産業の活性化など、「地方創生」の実現に資する、非常に重要な取組である。
よって、政府関係機関の地方移転推進に向けた環境整備等について、次のとおり提言する。

１　全国どこで仕事をしていても、府省庁間の調整を円滑に進めることができるよう、「政府内の各府省庁共通のテレビ会議システム」を構築すること。

２　「政府関係機関の地方移転」の加速に向け、サテライトオフィスを積極的に地方に設置し、「実証実験」の更なる展開を図ること。

３　全国の消費者行政・消費者教育を進化させるとともに、「人」や「企業」の近畿への新しい流れを創出するため、消費者庁等の徳島への全面移転を図ること。

４　政府関係機関の地方移転の更なる推進を図ること。
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